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水質事故関連システムの検討及び提供

１．水質事故対策支援システム 

１．１ 目 的 

水質事故対策支援システムは、水質事故発生時において情報を関係機関に迅速かつ正確に伝達する

とともに、事故情報を蓄積し、河川管理・水質保全に関する施策の検討に利用することを目的として

いる。 

１．２ 過去の経緯 

本システムは、平成１２年度に京浜河川事務所で開発されたが、当事務所で平成１４年度に関東地

整管内全体で使用出来るシステムへの改良を行った。以後、平成１５年度にシステムのメインサーバ

を当事務所に新設し、平成１６年度に関東地整管内の地図情報機能を組み込み、１都７県にも水質事

故を発信出来る都県ログイン機能を追加した。平成２０年度にはシステムの再構築を行うとともに、

本局にバックアップ用のサーバを設置、さらに平成２２年度に「水質事故情報伝達票」の見直しに伴

う変更を行い、自治体からセンターに送られた伝達票が再利用できるように改良した。本年度から仮

想サーバ領域をレンタルするクラウドサービスを利用したシステム運用に移行し、ブラウザを最新バ

ージョンにした。現在では、関東地整河川部及び当事務所が中心となって、本システムを活用した水

質事故対応事例や操作手法などの説明会を行っている。 

１．３ システムの概要 

 パソコンから外部仮想サーバに構築された本システムにアクセス後、Web 上の共通入力フォームに

水質事故情報を入力（図-1）し、送信先として登録した関係機関グループのメールアドレスにメール

送信を行うことで迅速かつ正確な情報伝達を行うことができる。また、過去の発信情報を蓄積してお

り、データベースとして過去の履歴を検索することができるシステムである。（図-2） 

図－１ 情報入力画面 図－２ 履歴検索画面 
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１．４ 実施内容（本年度） 

関東地整における水質事故発生件数は平成２７年度公表で約３７０件（図-3，図-4）発生した。こ

のうち、システム使用中に生じたメール受信遅延等のトラブル障害対応（表-1）を 14 回行った。  

一方、システムの改良では、ブラウザ IE11 対応、事故種類で「軽微な事故」及び「水質事故扱い

しない事案」の２項目を選択出来るよう追加（図-5）し、都県担当者が登録した水質事故情報を直轄

河川事務所等の二次送信者へデータとして引き継ぎができる機能（引き継ぎ機能）（図-6）等の改良

を行った。 

  表－１ トラブル障害対応回数（回） 
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システムの障害対応 0 1 1 5 1 3 2 0 0 1 0 0 14 

図－3 原因別の水質事故発生内訳 図－4 河川別の水質事故発生内訳 

図－5 「軽微な事故」と「事故扱いしない事案」 

選択画面 
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図－6 二次送信者への情報引き継ぎ画面 
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１．５ 今後の予定 

水質事故発生時においては、被害を最小化するためにも、水質事故情報を関係機関に迅速かつ正確

に伝達することが重要である。このため、本システムに対するメンテナンスや利用者に対する操作説

明会等を継続して実施するとともに、必要なシステム改良を行う予定である。 

２．水質事故被害軽減対策システム　　

２．１ 目 的 

  利根川、荒川、多摩川水系流域内にある汚濁物質排出事業所等の検索及び利根川、神流川、渡良瀬

川、江戸川における汚濁物質拡散予測を行う汚濁物質拡散予測システム、干潮区間を除いた利根川、

荒川、多摩川を対象にした流下時間予測タイムテーブルを構築し、水質事故発生時における原因物質

の特定や河川等への影響についての関係機関との情報共有を行い、水質事故被害軽減対策に資するも

のである。 

２．２ 過去の経緯 

 平成２４年５月、利根川水系の浄水場から水道基準値を超える化学物質のホルムアルデヒドが発

見された。これを受け、１都３県の浄水場では河川水の取水停止が行われ、流域の周辺市町村では、

上水道の断水などの被害が発生した。この対策として、関東地整では、対策本部を設置し、利根川上

流ダム群や北千葉導水路を活用して、緊急放流を行い汚濁物質濃度の希釈やフラッシュ等の対策が実

施された。 

しかし、この対策において実施された水運用が適切な対応だったのか疑問視され、また、この原因

物質の排出源、排出原因者の特定に時間を要したことが課題とされた。そこで、この対応ついて、本

省及び本局、当事務所が中心となって協議を行い、今後同様な化学物質の流出事故が発生した場合に、

早期に汚染原因物質及び原因者（排出事業者）の特定を図り、汚染物質の拡散予測等を行うことが出

来るよう検討を行い、本システムの開発に至った。 

２．３ システムの概要 

  水質事故被害軽減対策システムは、電子国土（国土地理院）上で汚濁物質が検出された地点より上流

域にある汚濁物質排出事業所（環境省のＰＲＴＲ登録事業所）が排出している汚濁物質の種類や排出量

が検索できる「汚濁物質排出事業所等検索システム」と汚濁物質の拡散時間やダム放流による汚濁物質

濃度を予測することができる「汚濁物質拡散予測システム」、水理計算を行って、平常時の豊水流量、

平水流量、低水流量、渇水流量の流況毎に任意の始点からの流下時間を計算して到達時間を予測した「流

下時間予測テーブル」の３システムの総称（図-7，図-8，図-9）である。 

 取 水 口



- 4 - 

図－９ 流下時間予測テーブル 

２．４ 実施内容（本年度） 

本年度は、汚濁物質排出事業所等検索システムのＰＲＴＲ登録事業者を最新情報の平成２５年度

時点に更新しつつ、新たに、水利使用施設の取水口位置や特別管理産業廃棄物事業者情報を取得整

理して、検索できるように改良を行った。また、本システムを関東地方水質汚濁対策連絡協議会で

紹介して、運用を開始した。 

２．５ 今後の予定 

 化学物質における水質事故は、原因物質の性状によって、取水停止などの被害が発生し、その影

響範囲や被害が甚大になる恐れがある。故に原因となる汚濁物質の特定や河川・生態系に与える影

響を早期に把握し、迅速かつ正確な情報を関係機関に伝達することが重要である。このため、水質

事故実務者の御意見や御要望を確認しながら、本省や本局と協議しつつ、本システムの必要なメン

テナンスや改良等を実施していくとともに、関係機関への普及促進、操作説明、演習等を行ってい

く予定である。 

担当者 環境技術課 

図－８ 汚濁物質拡散予測システム画面 

図－７ 汚濁物質排出事業所等検索システム

利根川 




